
第４章　求人充足に対するハローワークの取り組みの効果

１．はじめに

『職業安定業務統計』によれば、年間求人充足率（＝就職件数／新規求人数、全数）は

1990～1992年にいったん20％を切った後2000年前後に30％近くまで上昇し、景気回復と並行

して下降しつつある（直近の2007年では21.2％であった）。本章ではハローワークの種々の

取り組みが、求人充足に与える影響について考察する。

法的にいえば、ハローワークの基本的な課題は労働力の需給調整にある。もっとも、現実

に重視されるのは求職者に対するサービスである。なかでも失業者や障害者、いわゆる就職

困難者に対する就職斡旋は、社会的にも最も望まれるサービスのひとつであろう。とはいえ、

職業紹介は求職者サービスのみで成り立つわけではない。良質な求人を確保できてはじめて

求職者サービスも向上する。そして良質な求人を確保するためには、求人者に対するサービ

スも欠かせない。ハローワークにおいても、たとえば1998年より求人開拓推進員が設けられ

民間企業のOBなどを雇用して求人の開拓に努めるなど、積極的な求人者に対するサービス

を展開している。本章では、求人者に対するサービスのうち、どのようなサービスが、求人

の充足につながっているかを統計的に分析する。

分析に入る前に、ハローワークにおける求人の取り扱い原則を紹介しておこう。まず重要

なのは、求職者と異なり、求人者は求人を出すハローワークを選ぶことはできないことであ

る。求人票は求人者の担当がいる事業所を管轄するハローワークに提出する必要があり、こ

れは就業場所と必ずしも一致しない。また、求職者のみることのできる求人が、ハローワー

クによって制限されるわけではない。たとえばインターネットへの公開を是とする求人票で

あれば、インターネットへ情報が公開される。もちろん、インターネットへの公開しないこ

とを要望する求人でも、電子化された求人は総合的雇用情報システムを通じて全国のハロー

ワークで検索可能であり、求職者はその情報を求人自己検索装置や求人票、又は、窓口相談

の中で利用することができる。したがって、各ハローワークが集めることができる求人は、

管轄地域の産業構造や景気動向に強く制約され、他方求職者はどこからでも当該求人の情報

を得ることができる。

その結果、求人と求職のバランスは、ハローワーク毎でかなりばらつくことが予想される。

この点を次の図表４－１で確かめておこう。図表４－１は、本章で考察対象の2005年８月の

月間新規求人倍率（＝新規求人数／新規求職数、全数）を全国466のハローワーク毎（本所

のみ。付属施設を除く）に集計し、ヒストグラムとしたものである。

466箇所のハローワークの新規求人倍率の最大値は2.98とほぼ３倍である。対して中央値

は0.79倍、平均は0.84倍とかなりばらついているのがわかる。１倍を超えるのは119箇所と４

分の１程度である。全国合計の新規求人倍率（＝新規求人数総計／新規求職数総計）が1.71

倍だったことを考えると、求人が一部のハローワークに集中している様子が理解できる。こ
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のように、ハローワークが集めることのできる求人は、管轄に強く依存するといえる。ハロ

ーワークが収集可能な求人は地域属性に強く制約されるとはいえ、ハローワーク自身の努力

によって求人サービスを改善できる部分もある。実際、開拓求人推進員の活動を通じた求人

者の情報蓄積や、求人条件に関する相談など、ハローワークによって異なっており、本章の

目的はこれらのハローワークの施策が求人充足にどのように結びつくかを実証的に検討する

ことにある。

なお、ここでいう充足とは、基本的には求人がいずれのハローワークの紹介によるかを問

わず、ハローワークの紹介を経て充足された記録が入ったものを対象としている。ただし、

充足を捕捉するにはさまざまな考え方があるので、本稿では充足の定義を３種類用意する

（２．２を参照のこと）。

２．データ

２．１　ハローワークの求人サービスの取り組み

本章では、本研究会で独自に構築したデータのうち、第Ⅰ部で詳述し、また第Ⅱ部・第１

～３章で用いた求職側データではなく、求人側のデータを用いる。データの構築過程は本報

告第Ⅲ部を参照していただきたいが、概要を記すと、2005年８月１日から31日までに全国の

ハローワークで受け付けられた329,730件の求人のうち、説明変数に不足がない一般求人

163,107件、パート求人78,148件が直接の分析対象となるデータである１。

本章の分析はこれらの求人が充足したかどうかを、各ハローワークの求人サービスに回帰

し、推定された統計的関係をみることで各施策の効果を確認する。この際に用いる各ハロー

ワークの求人サービスに対する取り組みは、アンケート調査『ハローワークの業務に関する
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図表４－１　本所ハローワーク毎の新規求人倍率の分布

１ ハローワークにおいては一般求人とパート求人は区別されている。ここでいうパートタイマーとは「１週間の
所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労時間に比べ短い労働者」と定義され、
求人票に記載される情報も一般求人と異なる。たとえば、一般求人では月給で給与が表示されるのに対し、パー
ト求人では時給で表示される。自己検索機を用いた検索においても、検索当初にどちらかを選択することになる
ので、ひとまずは別々の求人とみなす。



調査』の回答の中で求人部門に関わる変数で代理する。たとえば、「産業カウンセラーの資

格をもっている職員数」や「未充足求人に対する要件緩和の助言の実施頻度」などである。

求職者サービスを担当する職業相談員に関する変数は考慮しない。具体的には、次の図表

４－２にまとめた変数である。

まず産業カウンセラーあるいはキャリア・コンサルタントの資格を持っている職員数をと

りあげる。本来、産業カウンセラーは働く人々の心理学的カウンセリングに関する資格であ

る。しかし、（社）日本産業カウンセラー協会によれば、近年管理・監督者向けの研修を増

やしており、職場の心の病気を使用者の立場から回避する助言を行っている。求人企業にと

っても、産業カウンセラーの資格をもった求人担当がいる場合には、何かと相談できる機会

があるかもしれない。キャリア・コンサルタントや産業カウンセラーの資格を持つ職員数の

平均は、アンケートのこの項目に有効回答した457箇所のハローワークで2.05人であった。

最大35名が配置されているハローワークもあるが、３分の１程度の156箇所では配置されて

いない。

職員の勤続年数は熟練の度合いを示すと考えられる。適切な求人サービスを行うには、求

人者の事業を知悉する必要があり、それは長く経験を持つことによっても達成される。459

箇所のハローワークでの平均勤続年数は18～19年である。本章では、全体の勤続のうち、職

業相談・紹介部門での経験年数も同時に取り上げたい。管理職並びに雇用保険部門、庶務部

門及び労働局への配属期間を除けば、職員はおおむね職業相談・紹介部門か求人部門に配属

される。職業相談・紹介部門への配置期間は、職員が求職者に関する情報等を獲得する期間

であり、この部門での経験は一見求人部門と関係がないように見える。しかし、こうした経

験のある担当者が求人部門を担当したほうが、求人条件に対する適切なアドバイスが可能か

もしれず、有意義な経験を蓄積する期間とも考えられる。これらの変数で、どの部門の経験

がどのような効果をもつか考察したい。

次にハローワーク毎に実施される施策のうち、求人部門に関わるものをとりあげる。まず
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図表４－２　ハローワーク毎の求人サービスに対する取り組み



「未充足求人に対する要件緩和助言」や「事業所訪問」、「求職者のニーズにあわせた個別求

人開拓」のように積極的な求人サービスの実施がある。図表４－２をみると、「要件緩和助

言」は99％、「事業所訪問」は94％、「個別求人開拓」は82％と、これらの施策はほとんどの

ハローワークで採用されているのがわかる。しかし、その内容はまちまちのようである。た

とえば、「正規職員一人あたり事業所訪問回数」は、有効回答411箇所の５％にあたる22箇所

で０回との回答が得られた（「事業所訪問」を行っていると回答した381箇所のうちでは16箇

所、4.2％）。平均は5.1回、中央値は2.6回、10回以上のハローワークはおよそ15％の63箇所

であった。「求人開拓推進員一人あたり事業所訪問回数／求人数」の平均はそれぞれ40.7

回／47.1人である。０回が５箇所２、０人が４箇所あったのに対して、100回以上が29箇所、

100人以上が36箇所ある。求人開拓推進員の活動についてもハローワーク間でばらつきがあ

るようである。本章ではこれらの変数で積極的な求人サービスの効果を考察したい。ただし、

ここでとらえられているのは事業所訪問件数である。このため、求人開拓の手法の中には訪

問の他、電話等を利用した働きかけ等が含まれるが、今回の調査では抜け落ちている。また、

今回の調査では、単に「事業所訪問件数」としたため、求人開拓ではなく雇用指導（障害者

雇用促進や問題のある事業所への指導。指導官は求人部門に配属されている）のための訪問

件数が主に上がってしまっており、求人開拓の実態を表していない可能性がある点も注意が

必要である。

それ以外に、接遇研修や顧客満足度を高めるための研修など、サービス業としての基礎的

な技能に関わる研修もとりあげる。

２．２　求人充足

次に被説明変数たる求人充足についてまとめる。本章で扱うデータは求人票（求人台帳）

を中心とする。したがって、求人充足をとらえる第一は求人台帳に記された充足の有無であ

る。

求人台帳には、たとえば、紹介した求職者から採用された旨連絡があった場合や担当者が

直接求人者や紹介した求職者に連絡をとって確認した場合など、何らかのかたちでハローワ

ークが求人が充足されたという情報を得た場合に充足が記録される。記録される求人充足に

は、「一部充足」「充足」がある。これは求人規模が１名以上の複数募集があるからである。

次の図表４－３は、一般求人とパート求人にわけて、募集人数の分布をとったものである

（ただし、図表の見易さを優先して一般求人・パート求人ともに20名までで表示した。採用

人数が20名を超える求人は、一般求人で615件（0.2％）、パート求人で306件（0.3％）であ

る）。
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２ ただし、求人開拓推進員が配置されていながら訪問が０回とは考えにくい。配属されていない所が誤記入した
可能性が高いが、ここではデータをそのまま使用した。



一般求人248,454件のうち、およそ半数の128,202件では１名の募集であるが、四分の一の

63,507件で２名、一割の27,207件で３名の募集がある。ただし、それ以上は５名、10名、15

名、20名などキリがよい数字に固まっているのがわかる。パート求人（109,617件）でもこ

の分布はほとんど変わらず、１名募集が55,094件（50.1％）、２名募集が28,596件（26.1％）、

３名募集が11,531件（10.5％）である。ハローワークでは求人票に採用人員を記入する際、

「若干名」などの曖昧な記述を避けるように指導しているようである。その結果、２名や３

名、５名といった数字に集中するものと考えられる。このことは、採用人数自体は事前には

さほど確定しておらず、求職者如何によって採用人数が変動することを示唆している。した

がって、たとえば採用人数が３名とされた求人に２名しか充足がなかったとしても、求人側

がそのことをもって１名未充足であると考えるかどうかはそれほど確定的ではない。それゆ

え、本章では、求人充足概念を数種類定義し、それぞれの定義による分析結果を並列する方

法を取りたい。具体的には、採用人数が完全に満たされた場合を求人充足とする定義①、採

用人数は満たされていないけれども少なくとも１名の充足があった場合を求人充足とする定

義②を考える。

ただし、上記の求人充足概念はどちらも、ハローワークが求人充足という情報を得ること

に依存する。当然、求人が充足したのに、ハローワークに情報が伝わらないこともある。た

とえば、求人者が、ハローワークに提出する求人票を一種の求人広告だとみなす場合がある。

一般の求人誌に求人情報を掲載するには、少なからず費用がかかる。他方、ハローワークへ

の求人情報の提供は無料で、全国的なネットワーク上で求職者の目に触れる機会がある。こ

のとき、求人者によってはハローワークの求人情報をいわば求人広告とみなし、ハローワー

クの紹介によらず応募者を直接採用しようと考えるかもしれない。そして、安定所紹介以外

で充足した場合にも安定所に連絡することになっているものの、直接採用を通して首尾よく

求人が埋まった際にハローワークに連絡するかは定かではない。本研究では、雇用保険台帳
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図表４－３　採用人数の分布

（a）一般求人 （b）パート求人



を経由して、求人票が想定する採用期日以内に雇用保険被保険者が新たに入職したかどうか

を確かめることができる。そして、このような入職者が確認された場合、ハローワークの求

人台帳上は未充足と記録されていても、求人が充足された可能性がある。もちろん、当該入

職者が当該求人によるものとは断定できない。しかし、新卒採用が一段落する５月という時

期を考慮すると、比較的小規模の事業所であれば、同時に複数種類の求人を行っている可能

性は余り高くないだろう。それゆえ、一応、雇用保険台帳で雇用保険被保険者の入職を求人

の充足とみなせると考える。この求人充足を定義③としよう。

ただし、雇用保険対象外の入職者は、たとえ採用されたとしても台帳に記録されることは

ない。したがって、定義③を用いる場合には、条件から推測して求職者が条件どおりに採用

されれば雇用保険に加入する蓋然性が高い求人に限定して分析する。具体的には、一般求人

で雇用期間が常用雇（期限の定めのない雇用契約）か４ヶ月以上の期限を定めた臨時雇に限

定する。以上、本章では一般求人に関して３つ、パート求人に関して２つの求人充足の定義

を並行して用いながら立論を進める。

次の図表４－４はハローワーク毎に上記の３つの定義を用いて求人充足を再計算した結果

を示したものである。（１）に要約統計量を、（２）にヒストグラムを掲げた。

もっとも範囲の狭い定義①、すなわち募集人数分の充足があった求人の割合は、全国のハ

ローワークの平均で一般求人22.6％、パート求人19.8％であった。中位値はそれぞれ20.8％、

18.2％、求人が全く埋まらなかったのがそれぞれ７箇所と４箇所、すべての求人が埋まった

のが３箇所と１箇所である。求人充足の概念を定義②に広げ、ともかく１名でも充足があっ

たと求人台帳で確認できた場合まで考慮すれば、充足比率は全国のハローワークの平均で一

般求人29.3％、パート求人27.4％と上昇する。中位値はそれぞれ27.1％、25.9％、求人が全く

埋まらなかったのがそれぞれ７箇所と３箇所、すべての求人が埋まったのが３箇所と１箇所

である。

さらに求人充足概念を定義③まで拡張して、ハローワークで求人充足が確認された場合に

加え、雇用保険台帳上で求人期間に入職者が確認できた場合をも求人充足とみなせば、充足

比率の全国平均は65.1％にはねあがる。とはいえ、求人が全く埋まらなかったのは６箇所、

すべての求人が埋まったのが４箇所と、定義①の場合とあまり変らない。
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図表４－４（１） ハローワーク毎の求人充足の分布
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図表４－４（２） ハローワーク毎の求人充足の分布

（a）定義①、一般求人 （b）定義②、一般求人

（d）定義①、パート求人

（c）定義③、一般求人

（e）定義②、パート求人



３．推定の枠組み

本章の関心は、２．１で紹介したハローワークの求人施策が、２．２で紹介した求人充足

にどのような影響を与えるかにある。ただし、求人が充足されるか否かにもっとも大きな影

響を及ぼすのは、求人の内容である。しかも、同じハローワーク内であっても求人条件のば

らつきは一般に大きい。したがって、ハローワーク毎に集計した求人充足比率とハローワー

クの求人施策を直接関係づけた相関関係を解釈するのは危険である。それゆえ、本章での分

析は、個別の求人を観察単位とし、当該求人の充足の有無をハローワーク毎の求人施策に回

帰することが基本方針となる。

ここで求人充足についてもう少し細かく考えよう。まず、個々の求人、第h番目のハロー

ワークに提出された第 i番目の求人が充足するためには、その求人に j番目の求職者が就職

した場合の効用水準u
hij
が、当該求職者の留保水準r

j
よりも小さくないことが必要十分である。

すなわち、第hハローワークに提出された i番目の求人の充足の有無をY
hi
とすると、

である。

このとき、u
hij
は第一義的には求人の内容すなわち求人条件で定まり、どのような求人条

件が求人充足につながるかは重要である（本章での主眼はハローワークの施策の効果にある

ため、求人条件と充足との関係は付録Cにまとめた。興味がある読者は参考にされたい）。

もちろん、求人充足には他の条件も重要だろう。第一に、個々の求人に対するハローワーク

の対応があげられる。たとえば、ハローワークによる求職者の職業相談・紹介は、求職者が

就職したときの予想を改善する。とりわけ、求人充足を必ずしもハローワーク経由の情報に

限定しない定義③において、ハローワークの紹介が求人充足を統計的に有意に高めることが

できるかは確認する必要がある。あるいは、ハローワークによる求人台帳の修正回数も求人

充足に影響を与えるかもしれない。求人台帳は受け付けられた求人票を電子化することで出

来上がるが、求人活動の過程で求人条件をより求職者の希望に見合うように変更することが

できる。賃金額や勤務時間帯などの条件変更が多く行われるようであるが、求職者の状況を

睨み、求人条件の変更を的確にアドバイスできるかはハローワークに求められる重要な求人

サービスであろう。本章で扱うデータには、修正がどれだけ的確かを直接あらわす指標はな

いので、ここでは求人台帳の修正回数を代理変数として取り上げたい。求人受理時に未確認

であった事項や過誤の情報をその後修正するもの等も含まれているとはいえ、当該求人にハ

ローワークがどれだけ手をかけたかを示す指標といえよう。

また、当該求人が開拓求人であるかどうかが求人充足に影響を及ぼすかを考察したい。ハ

ローワークの求人は、求人者が自ら求人を持ち込む他、求人開拓としてハローワーク側から

訪問して求人を集める場合がある。、開拓求人はハローワークの担当者が求人者へ出向き求
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人票を作成するプロセスを踏むので、ハローワークのより積極的な関与を示唆しており、求

人開拓が求人充足につながるかどうかを確かめる。

以上を約すると、第hハローワークに提出された i番目の求人から得られる効用水準（u
hij
）

は、個別の求人に関する求人条件（Xc
hi
）とハローワークの関与の度合い（Xh

hi
）、求人が提

出されたハローワークに共通の求人に対する取り組み（Z
h
）で構成される。これらの要素が

線形近似できるとすると、

とあらわすことができる。このとき、求人充足確率は

………（１）

となる。求職者の留保効用水準r
j
が平均ゼロの正規分布に従うとすれば、（１）式はプロビ

ットモデルと一致し、最尤法により、関心のある係数β
h
およびγを一致推定できる。

ただし、（１）式で考慮している求職者プールはすべての求人で同一と想定されている。

さきにも触れたように、電子化された求人情報は総合的雇用情報システムあるいはインター

ネットを通じて全国で閲覧可能である。それゆえ、どこで受け付けられた求人であったとし

ても、ハローワークに出された求人が想定する求職者プールは全国の求職者プールであって、

その意味では同質であると考えることができる。（１）式はこの想定をストレートに計量モ

デルで表現したものである。

しかし現実には、勤務可能な範囲などを考慮すれば、受け付けられたハローワーク近辺の

求職者の留保水準が、求人充足に影響を及ぼすと考えるのが妥当であろう。そのために、r
j

の分布の平均はハローワーク管轄によって異なると考えたい。このため、（１）式にハロー

ワークダミー（C
h
）を導入して、求職者プールの留保水準の平均値をコントロールする。す

なわち、（１）式は次の（２）式に書き換えられる。

………（２）

本章では、求人充足の有無、すなわちY
ij
の定義を３種類用い、かつ求人の種類に応じてサ

ンプルを分割し、合計５種類の（２）式をプロビット推定する。

ここで注意すべきはハローワークの施策Z
h
とハローワークダミーC

h
はハローワーク毎に定

まっており、同一ハローワーク内の標本ではばらつきはない。それゆえ、γおよびδの識別

は非線形のプロビットモデルの関数形に依存する可能性は否定できない。一方、求職者の留

保水準の分布が正規分布であるという想定自体はそれほど軌道を外れたものではないので、

γが関数形によって識別されていても一定の意味はある。ただし、必ずしも関心のある統計

的関係を示すものではないかもしれない可能性を考慮し、（２）式のようにハローワークダ
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ミー変数を導入するのではなく、ハローワーク個別効果を導入した線形確率モデルも推定し

た。この場合、やはりハローワークの施策はハローワーク内の求人では一定なので変量効果

推定を用いる。

４．推定結果

推定に用いたサンプルの各変数の要約統計量は付録Aに、（２）式の推定結果は付録Bにま

とめた。（１）から（５）までがプロビットモデルの推定結果で、（６）から（10）までが線

形確率モデルの推定結果である。ここでは付録Bより主要な結果だけを抜き出した図表４－

５を用いて議論を進めよう。

個別求人に対するハローワークの関与はプロビットモデルでも線形確率モデルでもほぼ同
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図表４－５（１） 推定結果（１） プロビットモデル

図表４－５（２） 推定結果（２） 線形確率モデル・変量効果推定

注）t検定による統計的有意水準は***が１%、**が５%、*が10%を示す
付録Bを参照のこと

注）t検定による統計的有意水準は***が１%、**が５%、*が10%を示す
付録Bを参照のこと



様の結果となっている。まず紹介の回数はどの特定化でも求人充足に正の影響を及ぼしてい

る。とくに、充足経路をハローワーク経由に絞らない定義③にあっても同様であることが見

出されることから、ハローワークに提出される求人は、やはりハローワークからの紹介が主

な充足源であって、広告効果の性格はそれほど強くないことが示唆される。求人情報の修正

回数の影響は解釈が難しい。一般求人に関しては、求人充足の定義が狭い定義①では負に、

広い定義③では正に計測されている。パート求人に関しては一貫して負になる。求人票の修

正が行われるのは、そもそもそのままでは充足されない厳しい条件の求人であることが想定

される。本推定では求人条件・求職者プールを可能な限りコントロールしているものの、明

示的に考慮できていない求人の厳しさがあり、それによって負のバイアスを生み出している

可能性は否定できない。この場合、求人台帳改訂回数が求人充足に負の影響を及ぼすという

結論には留保を付ける必要がある。また、修正回数が増えることは、求人票の当初情報の不

確かさをも示しており、一見したときの情報が重要になるようなパート求人に関しては負の

効果が大きいのかもしれない。

開拓求人の求人充足についてみると、パートでは必ずしも正の効果をもつわけではないこ

とが示唆される。元来、開拓求人は主に正社員等のより充足しやすい求人の確保を期待して

実施されるものなので、付随的に確保された求人がパート求人である場合は、その効果が弱

い可能性も考えられる３。

次に求人充足に対するハローワークの試みをみてみよう。推定された係数について、プロ

ビットモデルと変量効果を伴った線形確率モデルで一貫しない変数もあるが、おおむね同傾

向を有している。ここでは両方の結果を考慮する。まずハローワークに配属されるキャリ

ア・コンサルタントや産業カウンセラーの有資格者はおおむね正の効果を及ぼす。職員の平

均勤続年数や相談・紹介業務の平均経験年数も正の効果を及ぼしており、職業相談部門の経

験の蓄積が求人充足にも正の影響を及ぼしていることが確認できる。

未充足求人に対する条件緩和のアドバイスの効果はそれほど確かではなく、プロビットモ

デルの定義①および定義②では負の係数が得られた。今回の調査ではこの種のアドバイスの

有無だけを聞いているため、ほとんどのハローワークが「あり」と答えており、その内容の

強弱が判明しないことが原因かもしれない。また、そもそも充足が厳しいと見込まれるため

に助言が実施されること、実際に助言に従って求人が変更されるかは別であることとも関係

しているかもしれない。事業所訪問の実施や個別求人開拓、求人開拓の頻度は、推定モデル

によって得られる係数の符号が異なるものもある。しかし、事業所訪問の実施の有無は、一

般求人の定義③、パート求人の定義①をのぞくすべての特定化で正の効果を示しており、求

人充足に事業所訪問が欠かせないことがわかる。個々のニーズにあわせた個別求人開拓の実
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３ 求人開拓事業の事業評価では、平均的には、開拓求人の充足率は他の求人の充足率より高いことが報告されて
いる。開拓求人では比較的条件のよい求人を集めることができることと、一般求人に意が割かれることを考慮す
れば整合的である。



施は、線形確率モデルの一般求人で正の効果が観察されるものの、プロビットモデルでは逆

に負の効果が観察される。おそらく、さきに指摘した推定モデル上の問題の可能性が高く、

結論は留保すべきであろう。正規職員の事業所訪問回数は、一般求人についてはプロビット

モデルの定義②で正の効果が確認されるほかは、統計的に有意な効果は観察されない。パー

トタイム求人ではプロビットモデルで負の効果さえ計測されている。これは、正規職員によ

る事業所訪問というとらえ方にしたために、求人開拓だけでなく、障害者雇用率未達成事業

所への指導等の目的の事業所訪問が多数含まれていることが影響している可能性がある。こ

れに対して求人開拓を専門とする求人開拓員の活動は一般に求人充足に正の効果を及ぼすこ

とがわかる。求人開拓員の活動は求人開拓だけをとらえているものであることを考え合わせ

れば、求人開拓活動は求人充足に直接的につながる結果となっていると考えられる。

以上のように、求人部門に関する活動はおしなべて求人充足に正の影響を及ぼしている。

それに対して、直接求人業務に関係がない研修などは、求人充足にそれほど正の影響を及ぼ

すわけではない。たとえば、部門間の情報交換会の実施は、プロビットモデルでは負の推定

値が計測されている。線形確率モデルでは統計的に有意な係数が推定されていないので、結

論は留保すべきであるが、少なくとも統計的に有意な正の効果は観察されない。自主的に企

画するセミナーや講習会の実施は一般求人のプロビットモデルで有意な正の結果が得られ

た。業務に関する技能・知識を高めるための職員研修は線形確率モデルの一般求人の定義③

で負の推定値が得られるほかは効果を見出せない。接遇研修や顧客満足度を高めるための研

修は、場合によっては正の効果が期待できることを示している。ただし、これらのパート求

人の充足に与える効果と一般求人に与える効果がそう反する場合も観察される。一般求人の

充足に必要な技能や知識と、パート求人の充足に必要なものが同一であるとは限らないよう

である。最後に自主勉強会であるが、これは職員の士気を示しているのか、おしなべて正の

効果をもつことがわかる。

５．まとめ

推定結果を要約すると次のようになる。

（１）ハローワークに提出された求人は、単なる広告効果が期待されるのではなく、紹介の

有無が求人充足を主導している。その意味で、ハローワークにおける紹介は機能してい

る。

（２）ハローワーク職員の経験を通じた技能蓄積は求人の充足に正の効果を及ぼす可能性が

高い。

（３）事業所訪問、特に求人開拓推進員の活動は求人の充足に正の効果を及ぼす。

（４）接遇研修などの間接的な研修が求人の充足に及ぼす影響は限定的である。

（５）一般求人とパート求人で、充足に必要な技能や情報プロセスは異なる可能性がある。
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推定モデルの特定化によって推定結果が異なるなど、解釈に難しいところがあるが、全体

的な傾向は以上の５点で押さえることができよう。概して言えば、求人充足に関しては、紹

介業務の経験などは役に立つものの、接遇研修など間接的な技能の蓄積はそれほど大きなイ

ンパクトを与えないようである。もともと、接遇研修などは利用者への接し方等を向上させ

ることを念頭に設計されているので、この結果は穏当なところであろう。求人充足に大切な

のは、事業所訪問の継続という昔変らぬ地道な作業だといえる。また、自主的なセミナーや

講習会、勉強会の実施が確かに求人充足に正の影響を及ぼしていることを考えると、現場の

インセンティブの維持が求人充足に欠かせない様子が垣間見える。

ただし、個々の求職者のニーズに合わせた個別求人開拓や正規職員の事業所訪問などが必

ずしも予想される効果を示していないのは、個別求人開拓といった対策の対象者に就職困難

者を選定しているからかもしれないが、事業所訪問自体は、求人充足に正の効果を有してい

ないとはいえない。厳しい行財政改革の下、昨今のハローワークは、職員一人一人に対する

業務負担は高まっているが、ジョブローテーション等を通じ、求人開拓推進員と同様、事業

所訪問を行う機会を十分に確保できれば、更に求人充足を高めることが期待できるかもしれ

ない。今回の分析は求人サービスと求職サービスを分離して検討を進めたが、両者を統合す

る形での分析方法を考える必要があろう。

－193－



－194－

附表A 分析に使用したサンプルの要約統計量
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附表B 推定結果
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附表C 求人条件と求人充足との関係
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附表D 附表Cに用いた標本の要約統計量
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